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が確保されるということである。温泉バイナリー発

電用の国産の小型発電機はまだ開発途上であり、コ

ンパクトで、オールインワン構造の製品開発が進ん

でいるところである。

②　温泉との共存の問題
　温泉バイナリー発電は、新たな掘削をする必要が

なく既存の高温温泉を活用するため温泉の枯渇の懸

念がないこと、また、そのままでは高温で浴用に適

さない温泉の熱エネルギーを活用することになるの

で、温泉地側にも湯を冷ます必要がなくなることか

ら、温泉地のメリットもあると考えられる。

　一方、温泉バイナリー発電は、太陽光や風力と比

べて、すでに活用されており複雑な権利関係にある

温泉という資源を使うという点が特徴であり、この

ため複数の利害の異なる温泉事業者間の調整が不可

欠となる。

　温泉には、源泉所有者と温泉供給事業者がおり、

自治体や温泉管理組合（または会社）等が該当す

る。また、温泉の供給を受ける個別のホテル・旅館

等の温泉利用者があり、それらは同じ温泉を利用し

ている組合の構成員でありながら、宿泊客等を争奪

するライバルの関係にあり、一部で温泉の熱を暖房

等に利用している場合もある。１つの温泉に源泉が

複数ある場合も多く、それぞれに利害関係が異なる

場合も多い。

　また、温泉バイナリー発電事業を行うとすれば、

温泉事業者、発電事業者、またそれに出資する者と

いう３つの立場が生じるが、すべてを温泉事業者が

単独で行う場合もあれば、温泉を提供するだけの場

合もあり、様々な事業の構造が想定できる。

　温泉バイナリー発電を行う場合には、固定価格買

取制度でも15年が設定されているように、長期的な

事業となる。事業期間中には、温泉井や配管の老朽

化による修繕費の増大、あるいは温泉井の減衰や損

傷による温泉供給量の減少、温泉関連事業者の破綻

など、様々な事業上のリスクも想定される。

　温泉地での発電事業の実現のためには、各々の温

泉地の権利関係や利害関係を把握した上で、それら

の事情にふさわしい事業の分担とリスクの分担を実

現できるような事業スキームを作り上げることが必

要である。

図５　温泉バイナリー発電事業のステークホルダー

出典：地熱技術開発㈱資料
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③　導入のための課題
　温泉を活用したバイナリー発電を、温泉地に導入

していくためには、技術面での課題と事業実施面で

の課題が考えられる。

　技術面については、環境省の委託事業で実施され

ている実証実験等で徐々に明らかになると想定され

るアンモニア水を媒体とした発電の長所、短所等な

どを踏まえ、温泉の湯量や温度により適切な発電規

模と媒体を計画できるような、データやノウハウの

蓄積という課題である。

　事業実施面では、温泉地の権利関係や利害関係、

源泉の所有・利用状況、熱利用状況等を踏まえた上

で、その温泉地の事情にふさわしい事業やリスクの

分担の仕方、事業実現のために必要な手続き等につ

いてのノウハウが求められている。

④　温泉バイナリー発電の発展のために
　我が国には、多くの温泉地があり、温泉旅館やホ

テル、日帰り入浴施設等が経営されているが、利用

客の減少で厳しい経営状況にある事業者も多い。

　温泉バイナリー発電の導入については、源泉の湧

出量や泉温の精密な調査、権利関係や源泉の利用方

法・利用状況の把握を踏まえた上での、当該温泉地

にふさわしい発電システム（規模や媒体）の検討、

事業手法や事業スキームの検討が必要である。現

状、厳しい経営状況にある温泉地で、自らの費用で

これらの検討を行うことを期待することは現実的で

はないと思われる。

　温泉バイナリー発電は、電気事業用の掘削型の地

熱発電とは別に、地域の地熱資源を有効活用し、地

域分散型のエネルギー供給の一端を担うものであ

り、地産地消の有力な発電源ともなり得るものであ

る。温泉バイナリー発電の可能性のある地域の多く

は、山間地で日照時間が少なく積雪もある地域であ

り、国が積極的に導入を図っている太陽光発電の導

入には不利な地域も多い。温泉バイナリー発電は、

そのような山間部や寒冷地等でも導入が可能な再生

可能エネルギーの一つであることを踏まえ、国や地

方自治体が、高温の源泉のある温泉地についての、

温泉バイナリー発電の導入可能性の検討の費用を負

担し、技術面での検討と合わせて事業化のための手

法の検討を進めていくことが、温泉バイナリー発電

事業の実現と、そのためのデータや手法の蓄積に有

効と考える。

　また、温泉地にとっても、温泉バイナリー発電の

導入を検討することは、歴史的な経緯から複雑に

なっていた権利関係や、温泉の共有状況を見直し、

より効率的な温泉利用や熱利用を検討することに繋

がることになると考えられる。また、温泉関係者が

温泉バイナリー発電の導入を検討することは、すな

わち温泉地の将来、魅力づくりの面、地域のエネル

ギー問題、災害時のエネルギー確保の面などについ

て、真剣に考えることであり、温泉地の再生、再活

性化の契機になる可能性もあろう。

　温泉バイナリー発電は、地域の貴重なエネルギー

資源である温泉を活用し、地域の活性化を図り、温

泉とともに共存共栄していく１つの手段となる可能

性があり、今後の普及が期待される。


